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療養病床 
（23万床） 

 

一般病床 
（107万床） 

【2011(H23)年】 【2025(H37)年】 【2015(H27)年】 

（高度急性期） 

（一般急性期） 

（亜急性期等） 

医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資 

介護療養病床 

介護施設 
（92万人分） 

居住系サービス 
（31万人分） 

在宅サービス 

介護保険法改正法案 
地域包括ケアに向けた取組 

 

○介護療養廃止６年（2017(H29) 
 年度末まで）猶予 
○24時間巡回型サービス 
○介護職員による喀痰吸引 
                     など 

医療提供体制改革の課題 
医療機能分化の推進 

 

○急性期強化、リハ機能等の確 
 保・強化など機能分化・強化 
○在宅医療の計画的整備  
○医師確保策の強化   など 

報酬同時改定（2012）の課題 
医療・介護の連携強化 

 

○入院～在宅に亘る連携強化 

○慢性期対応の医療・介護サービ
スの確保 
○在宅医療・訪問看護の充実 
                     など 

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応 

一般病床 
 
 
 
 
長期療養 
(医療療養等) 
 
 
 

介護施設 
 
居住系サービス 
 

 
在宅サービス 

○ 病院・病床機能の役割分担を通じてより効果的・効率的な提供体制を構築するため、「高度急性期」、「一般急性期」、「亜急性期」など、ニーズに
合わせた機能分化・集約化と連携強化を図る。併せて、地域の実情に応じて幅広い医療を担う機能も含めて、新たな体制を段階的に構築する。医療
機能の分化・強化と効率化の推進によって、高齢化に伴い増大するニーズに対応しつつ、概ね現行の病床数レベルの下でより高機能の体制構築を
目指す。 
○ 医療ニーズの状態像により、医療・介護サービスの適切な機能分担をするとともに、居住系、在宅サービスを充実する。 

「施
設
」か
ら
「地
域
」へ
・「医
療
」か
ら
「介
護
」へ 
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将来像に向けての医療・介護機能再編の方向性イメージ 



 
 
２ 医療・介護サービスの提供体制改革 
（４）医療と介護の連携と地域包括ケアシステムというネットワークの構築 

（略） 

• この地域包括ケアシステムは、介護保険制度の枠内では完結しない。例えば、介護ニーズと
医療ニーズを併せ持つ高齢者を地域で確実に支えていくためには、訪問診療、訪問口腔ケ
ア、訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問薬剤指導などの在宅医療が、不可欠である。自
宅だけでなく、高齢者住宅に居ても、グループホームや介護施設その他どこに暮らしていても
必要な医療が確実に提供されるようにしなければならず、かかりつけ医の役割が改めて重要
となる。 

（略） 
• こうした地域包括ケアシステムの構築に向けて、まずは、2015（平成27）年度からの第6 期以

降の介護保険事業計画を「地域包括ケア計画」と位置づけ、各種の取組を進めていくべきであ
る。 

（略） 

• また、地域包括ケアの実現のためには地域包括支援センターの役割が大きい。かかりつけ医
機能を担う地域医師会等の協力を得つつ、在宅医療と介護の連携を推進することも重要であ
る。これまで取り組んできた在宅医療連携拠点事業について、地域包括推進事業として制度
化し、地域包括支援センターや委託を受けた地域医師会等が業務を実施することとすべきで
ある。 

社会保障制度改革国民会議報告書（平成２５年８月６日）（抜粋） 
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９／１３ 第３２回医療部会提出資料 



 
 
２ 医療・介護サービスの提供体制改革 
（４）医療と介護の連携と地域包括ケアシステムというネットワークの構築 

（略） 
 
• なお、地域医療ビジョン同様に、地域の介護需要のピーク時を視野に入れながら2025（平成

37）年度までの中長期的な目標の設定を市町村に求める必要があるほか、計画策定のた

めに地域の特徴や課題が客観的に把握できるようにデータを整理していく仕組みを整える
必要がある。 
 

• また、上記（１）で述べた都道府県が策定する地域医療ビジョンや医療計画は、市町村が策
定する地域包括ケア計画を踏まえた内容にするなど、医療提供体制の改革と介護サービス
の提供体制の改革が一体的・整合的に進むようにすべきである。 
 

• いずれにせよ、地域包括ケアシステムの確立は医療・介護サービスの一体改革によって実
現するという認識が基本となる。 
 

• こうした観点に立てば、将来的には、介護保険事業計画と医療計画とが、市町村と都道府
県が共同して策定する一体的な「地域医療・包括ケア計画」とも言い得るほどに連携の密度
を高めていくべきである。 

 

社会保障制度改革国民会議報告書（平成２５年８月６日）（抜粋） 

11 

９／１３ 第３２回医療部会提出資料 



地域医療ビジョン策定スケジュール（案） 

【病床機能報告制
度の具体的な報
告項目の検討】 
 
検討会において、
地域医療ビジョン
で定める内容も踏
まえて、具体的な
報告事項について
検討 

【報告制度の運用開
始】 
 
 
都道府県は報告制度
を通じて地域の各医
療機関が担っている
医療機能の現状を把
握 

【地域医療ビジョンの
ガイドラインの検討】 
 
都道府県や医療関係
者の参画を得て、検
討会を設置 
 

【地域医療ビジョ
ン策定】 
 
ガイドラインを踏
まえ、都道府県で
地域医療ビジョン
を策定 
 
※ 平成25年度から
スタートしている
医療計画に追記。 

～２５年 ２５年度後半～２６年度 

【地域医療ビジョ
ンのガイドライン
策定】 
 
病床機能報告制
度で報告された
情報を取り込
み、最終的にガ
イドラインを策定 

【報告の仕組み
の整備】 
 
医療機関から
都道府県に報
告するシステム
の整備 

２６年度中 
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２７年度～ 

【ガイドライン検討のための準備】 
地域医療ビジョンの内容のうち、将
来の医療需要や医療機能別の必要
量等に関する知見の整理 

９／１３ 第３２回医療部会提出資料 【参考】 



３．在宅医療・介護の連携推進 
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○ 疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活を続けられるためには、地域における医療・介護の 

  関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行うことが必要である。 

   （※）在宅療養を支える関係機関の例 

       ・地域の医療機関 （定期的な訪問診療の実施） 

       ・在宅療養支援病院・診療所（有床） （急変時に一時的に入院の受け入れの実施） 

       ・訪問看護事業所 （医療機関と連携し、服薬管理や点眼、褥瘡の予防、浣腸等の看護ケアの実施） 

       ・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施） 

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、市町村が中心と 

  なって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を図る。 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万円 】 在宅医療・介護の連携推進の方向性 

（イメージ） 
地域包括支援センター 

在宅療養支援診
療所（無床） 
（１人開業医） 

患者 

在宅療養支援病院 

在宅療養支援診療所
（有床） 

介護サービス事業所 

在宅医療において積極
的役割を担う医療機関※ 

訪問診療 

訪問看護等 

訪問診療 

訪問診療 

２４時間体制
の支援 

介護サービス 

２４時間在宅医療提供体制
の支援（１人開業医等の夜間
対応の支援、急変時の一時
入院受け入れ、レスパイト

等） 

入院（急変時の一時受
け入れ） 

一時入院 

連携 

薬局、訪問看護ステーショ
ン等 

在宅医療連携拠点機能 
（市町村、医師会等） 

関係機関の 
連携体制の 
構築支援 

※在宅療養支援病院/診療所の中から
位置づけられることを想定 

・地域の医療・介護関係者による協議
の開催 

・医療・介護関係機関の連携促進 

・在宅医療に関する人材育成や普及
啓発 
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